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施策の柱１　人権・啓発の推進　①学校教育における人権教育推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

1
学校人権教育推進
事業

多様化する人権課題と、
それらを取り巻く環境の
変化を踏まえ、時代に即
した効果的な人権教育を
推進していくために、人
権諸課題に関連する研究
及び研修を支援し、教職
員の人権意識の向上を図
る。

●高槻市人権教育研究協議会と連携し、
教職員の人権教育に関する各種研究会・
研修会への参加を促し、参加費等を負担
した。

●市内で1中学校区を人権教育研究学校
に委嘱し研究を進め、その取組と成果を
人権教育資料集としてまとめ各校に配布
した。

●教育センターと連携し、全ての教員に
とって自らのキャリアに合わせた研修内
容となるよう工夫するとともに、それぞ
れの校区に合った人権教育研究等の支援
を行った。

●文部科学省の人権教育総合推進地域事
業の指定を第四中学校区で受け、この事
業での取組を全市に発信した。

●高槻市人権教育研究協議会と連携し、教職員の人権教育に関す
る各種研究会・研修会への参加を促し、参加費等を負担した。

●市内で1中学校区を人権教育研究学校に委嘱し研究を進め、そ
の取組と成果を人権教育資料集としてまとめ、各校に配布した。

●教育センターと連携し、全ての教員にとって自らのキャリアに合わ
せた研修内容となるよう工夫するとともに、それぞれの校区に合った
人権教育研究等の支援を行った。

●文部科学省の人権教育総合推進地域事業の指定を城南中学校
区で受け、この事業での取組を全市に発信した。

目標達成 継続 教育指導課

2
特別支援教育運営
管理事業

小・中学校の支援学級、
通級指導教室に在籍する
児童生徒の教育の充実を
一層図るとともに、通常
の学級に在籍する特別な
教育的ニーズのある児童
生徒の支援を行う。

●児童生徒一人一人の教育的ニーズに応
じた支援・指導が行えるように、リー
ディングチームや専門家（臨床心理士）
による巡回相談を実施し指導の充実に努
めた。

●障がいの状況に応じた施設・設備の整
備により、児童生徒一人一人が安心して
学校生活を送れるように取り組んだ。

●特別支援教育支援員の効果的な配置を
行い、多様化する教育的ニーズに対応で
きるように、支援体制の充実に取り組ん
だ。

●児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた支援・指導が行える
ように、リーディングチームや専門家（臨床心理士）による巡回相談
を実施し、指導の充実に努めた。

●障がいの状況に応じた施設・設備の整備により、児童生徒一人一
人が安心して学校生活を送れるように取り組んだ。

●特別支援教育支援員の効果的な配置を行い、多様化する教育的
ニーズに対応できるように、支援体制の充実に取り組んだ。

目標達成 継続 教育指導課

№
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施策の柱１　人権・啓発の推進　①学校教育における人権教育推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

3
在日外国人教育事
業

在日外国人児童生徒と日
本人児童生徒が互いに共
生の意識を高めることを
通して、国際感覚を身に
つけ、国際理解を深め
る。
日本語指導を必要とする
児童生徒に対して日本語
の習得、基礎学力の定着
等、学校生活へのスムー
ズな適応を図る。

●市内児童生徒を対象とした多文化共生
教育や国際理解教育の推進に関わる交流
会を開催した。

●オンラインを活用した外国につながり
のある児童生徒の交流会を実施した。

●日本語指導を必要とする児童生徒の学
習面、生活面においてのサポート、日本
語の習得、基礎学力の定着等日本での学
校生活に適応できるようにするため、日
本語指導協力者を派遣した。

【参考値】
交流会　2回
日本指導協力者派遣　786回

●市内児童生徒を対象とした多文化共生教育や国際理解教育の推
進に関わる交流会を開催した。

●オンラインを活用した外国につながりのある児童生徒の交流会を
実施した。

●日本語指導を必要とする児童生徒の学習面、生活面においての
サポート、日本語の習得、基礎学力の定着等日本での学校生活に適
応できるようにするため、日本語指導協力者を派遣した。

【参考値】
交流会　2回
日本語指導協力者派遣　1,016回

目標達成 継続 教育指導課

4 生徒指導推進事業

いじめや不登校などの生
徒指導上の課題に対し
て、児童生徒の心の安定
を図るとともに、いじめ
や不登校の早期発見・早
期解決を図る。

すべての小中学校を対象に連絡会を実施
し、いじめや不登校などの生徒指導上の
諸課題について交流や研修等を行い、各
校における生徒指導体制の構築を図っ
た。
【参考値】
①生徒指導主事連絡会（年11回）
②小学校生徒指導担当者連絡会（年5
回）
③小中生徒指導担当者連絡会（年5回）

すべての小中学校を対象に連絡会を実施し、いじめや不登校などの
生徒指導上の諸課題について交流や研修等を行い、各校における
生徒指導体制の構築を図った。
【参考値】
①生徒指導主事連絡会（年11回）
②小学校生徒指導担当者連絡会（年5回）
③小中生徒指導担当者連絡会（年6回）

目標達成 継続 教育指導課

5 教職員研修事業

教職員の資質・能力を高
め、学校園の教育力向上
を推進し、子ども、保護
者、地域からの信頼にこ
たえるため、系統的に研
修を実施する。

様々な人権に関する課題についての教職
員向けの研修を行った。

【参考値】
実施回数　9回
参加者数　1,071人

様々な人権に関する課題についての教職員向けの研修を行った。

【参考値】
実施回数　9回
参加者数　1,575人

目標達成 継続 教育センター
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施策の柱１　人権・啓発の推進　②社会教育における人権学習推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

6
人権教育講座（人
権ばらえてぃセミ
ナー）

様々な人権課題の理解を
深め、豊かな人権感覚を
養うため、人権教育を推
進する。

身の回りの様々な事柄をテーマに人権教
育の視点から学び、人権意識を高める取
組として「人権ばらえてぃセミナー」を
実施した。

【参考値】
開催回数　5回
参加者　247人

身の回りの様々な事柄をテーマに人権教育の視点から学び、人権意
識を高める取組として「人権ばらえてぃセミナー」を実施した。

【参考値】
開催回数 　　５回
参加者　　395人

目標達成
その他

（統合）

統合
家庭教育に係る取組をより充実さ
せるため、№１０「PTA人権問題
学習会」と統合した。

教育総務課

7 ほな行こか、町の
ちっちゃな映画館

保護者・市民による自主
運営を目指し、日常生活
の中で人権の大切さを理
解し、人権意識を高めて
いく。

公民館と共催して、「ほな行こか、町の
ちっちゃな映画館」を開催した。

【参考値】
開催回数　5回
参加者　161人

公民館と共催して、「ほな行こか、町のちっちゃな映画館」を開催し
た。機構改革時に本事業と視聴覚教材の貸出し事業を統合した。

【参考値】
開催回数　2回
参加者　37人

目標達成
その他

（統合）

統合
家庭教育に係る取組をより充実さ
せるため、№１０「PTA人権問題
学習会」と統合した。

教育総務課

8
人権教育リーフ
レットの発行

様々な人権課題を保護
者・市民が学習する資料
として発行・配布する。

人権教育リーフレット「わたしを大切に
する ひとを思いやる 心のつかいみ
ち」を発行し、高槻市立保育所、幼稚
園、認定こども園、小学校、中学校の保
護者等に配付した。

【参考値】
配付部数31,000部

廃止
理由：大阪府や文部科学省等が発行する各種人権学習資料につい
て保護者等に情報提供を行う取組に変更したため。

その他
その他

（廃止）
令和５年度に事業を廃止したた
め。

教育総務課

9 人権教育教材・視
聴覚機材の貸出し

市民が手軽に利用できる
教材を提供し人権問題に
ついて関心を高める。

視聴覚教材の貸出を実施した。
また、市民団体が気軽に利用でき、かつ
人権意識を高めることができる教材の提
供を行った。

【参考値】
貸出数　92件

視聴覚教材の貸出を実施した。
また、市民団体が気軽に利用でき、かつ人権意識を高めることがで
きる教材の提供を行った。

【参考値】
貸出数　74件

目標達成
その他

（統合）

統合
家庭教育に係る取組をより充実さ
せるため、№１０「PTA人権問題
学習会」と統合した。

教育総務課

№
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施策の柱１　人権・啓発の推進　②社会教育における人権学習推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

10
ＰＴＡ人権問題学
習会

人権を大切にした子育て
と保護者の人権問題への
関心と理解を深める。

幼稚園、認定こども園、小学校、中学校
の各学校園ＰＴＡ及び中学校区と人権問
題学習会を共催した。

【参考値】
学習会　22回
参加者　1,578人

幼稚園、認定こども園、小学校、中学校の各学校園ＰＴＡ及び中学校
区と人権問題学習会を共催した。

【参考値】
学習会　21回
参加者　1,134人

目標達成 継続 教育総務課

11 市民主導の人権教
育事業の実施

様々な人権課題の理解を
深め、豊かな人権感覚を
養うため、（一社）高槻
市人権まちづくり協会に
人権教育事業を委託し
て、市民主導の事業展開
を行う。

人権教育講座、人権映画会を実施した。

【参考値】
講座　6回　参加者226人
映画会　2回　参加者200人

人権教育講座、人権映画会を実施した。

【参考値】
講座　6回　参加者250人
映画会　3回　参加者491人

目標達成 継続 教育総務課

12 日本語識字学級の
実施

多文化共生社会を目指
し、在日外国人を対象に
日本語の識字学級を開講
し、日本語の習得を図
る。
日本語の読み書きに不自
由しているすべての市民
に、社会的・文化的な生
活を営むために必要な基
礎知識を身につけてもら
うために識字・日本語読
み書き教室を開講する。

日本語の読み書きに不自由している市民
に、社会的・文化的な生活を営むために
必要な基礎知識を身につけてもらう場を
提供した。
日本語識字学級及び、識字・日本語読み
書き教室を実施した。

【参考値】
①開設場所
＜富田青少年交流センター＞
　日本語識字学級
　識字・日本語読み書き教室
＜春日青少年交流センター＞
　識字・日本語読み書き教室
②総実施回数　140回
③総参加人数　369人

日本語の読み書きに不自由している市民に、社会的・文化的な生活
を営むために必要な基礎知識を身につけてもらう場を提供した。
日本語識字学級及び、識字・日本語読み書き教室を実施した。

【参考値】
①開設場所
＜富田青少年交流センター＞
　日本語識字学級
　識字・日本語読み書き教室
＜春日青少年交流センター＞
　識字・日本語読み書き教室
②総実施回数　78回
③総参加人数　341人

目標達成 継続  教育総務課
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施策の柱１　人権・啓発の推進　②社会教育における人権学習推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

13
多文化理解子ども
交流事業

在日外国人の小・中学生
を対象に、教科の補習や
レクリエーション活動を
通して、学力の充実を図
るとともに、文化や生活
習慣の違いを理解するこ
とにより相互の理解を図
る。

富田青少年交流センター、春日青少年交
流センター、柱本小学校等で実施し、日
本人も含めた国籍や文化的な背景が異な
る人同士が相互に理解し合う機会を提供
した。

【参考値】
①実施回数　207回（週４回）
②参加人数　440人

富田青少年交流センター、春日青少年交流センター、柱本小学校等
で実施し、日本人も含めた国籍や文化的な背景が異なる人同士が
相互に理解し合う機会を提供した。

【参考値】
①実施回数　 202 回（週４回）
②参加人数　 304人

目標達成 拡充

令和6年度から事業名を多文化子
ども交流事業に変更し、事業対象
者を小学生～30歳未満の青少年に
拡大。

青少年課

14
青少年指導者に対
する人権研修の実
施

青少年指導者に対し、人
権研修を実施することに
より、人権意識の高揚を
図る。

研修プログラムに定期的かつ継続的に人
権学習を取り入れ実施した。

【参考値】
実施回数：４回
延べ参加人数：28人

研修プログラムに定期的かつ継続的に人権学習を取り入れ実施し
た。

【参考値】
実施回数：５回
延べ参加人数：35人

目標達成 継続 青少年課

15 地域社会における
青少年の育成

人権をベースとした各種
講座・教室を開催するこ
とにより、青少年の健全
育成に努める。

青少年健全育成を目的とした各種講座・
教室等の青少年相互交流推進事業を実施
し、好奇心や学習意欲の向上、人権意識
の高揚を図った。

【参考値】
①実施回数　218回
②参加人数　3,046人

青少年健全育成を目的とした各種講座・教室等の青少年相互交流
推進事業を実施し、好奇心や学習意欲の向上、人権意識の高揚を
図った。

【参考値】
①実施回数　　　 １４３回
②参加人数　　2,543人

目標達成 継続

青少年相互交流推進事業のうち、
パソコンルームの利用について
は、小中学校におけるＧＩＧＡス
クールの定着により、青少年を対
象としたパソコンの体験機会の確
保という当初の目的を達成したこ
とから、パソコンルームに設置し
ているＰＣのサポート終了に合わ
せて、令和４年１２月をもって終
了した。

青少年課

16
生涯スポーツの推
進

誰もが、いつでも、どこ
でも、いつまでも、それ
ぞれの条件に応じて、ス
ポーツに親しみ、人との
コミュニケーションを図
り、つながりができるよ
うスポーツ振興を推進す
る。

総合型地域スポーツクラブにおいて、各
種スポーツサークルやスクールを開催し
た。

総合型地域スポーツクラブにおいて、各種スポーツサークルやスクー
ルを開催した。

目標達成 継続
文化スポーツ
振興課
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施策の柱１　人権・啓発の推進　②社会教育における人権学習推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

17
障がい者スポーツ
の推進

障がい者スポーツ振興懇
話会を中心にスポーツ・
レクリエーションを通じ
て障がい者スポーツの振
興を図る。

広報誌「障がい者とスポーツ」を発行
し、障がい者スポーツ懇話会・ふれあい
レクリエーションスポーツの集いを開催
した。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響
により、ふれあいプールレクリエーショ
ンは中止となった。

広報誌「障がい者とスポーツ」を発行し、障がい者スポーツ懇話会・
ふれあいプールレクリエーション・ふれあいレクリエーションスポーツ
の集いを開催した。

目標達成 継続

新型コロナウイルス感染症の影響
で令和２年度から実施できていな
かったふれあいプールレクリエー
ションについても開催することが
できた。

文化スポーツ
振興課

18 公民館人権講座・
教室の実施

生涯学習の中に人権学習
を位置付け、様々な人権
課題に関する講座やパネ
ル展を開催し、人権意識
の高揚を図る。
効果的な人権啓発のた
め、地域組織との共催を
積極的に行い、差別や偏
見を無くす自主的な活動
のネットワークづくりを
図る。

13公民館全館で、人権講座と人権パネル
展を開催した。また、高槻市人権まちづ
くり協会地区単位会との共催にも積極的
に取り組んだ。
【参考値】
講座実施回数　30回
内地区単位会との共催回数　　19回
受講者数　　　延906人

13公民館全館で、人権講座と人権パネル展を開催した。また、高槻
市人権まちづくり協会地区単位会との共催にも積極的に取り組ん
だ。
【参考値】
講座実施回数　27回
内地区単位会との共催回数　　20回
受講者数　　　延1,054人

目標達成 継続 城内公民館

19 図書館で行う人権
啓発

人権問題について知識を
深めることができるよう
資料・情報を提供する。

事業名を「図書館で行う人権啓発」に変
更し、人権関連図書等の収集を図り、特
設コーナーを設置するとともに、人権に
係る図書やチラシの展示を行った。

人権関連資料の収集を図り、特設コーナーを設置するとともに、「イ
ンターネットの人権侵害」「障がい者の虐待を防ぐ」等のテーマで人
権に関する特集展示を行った。

目標達成 継続 図書館

20
障がい者に配慮し
た図書館の取り組
み

障がいのある人への読書
の機会を保障し、情報を
得ることができるように
する。

事業名を「障がい者に配慮した図書館の
取り組み」に変更し、ホームページや、
利用案内、他機関との連携を図り、ＰＲ
活動に努めた。

読者バリアフリーに対応した資料の収集・提供を行った。また、図書
館の利用に困難を伴う人への配慮として、電子図書館サービスの充
実を図り、バリアフリーに対応した機能をもつ資料の提供を行った。

目標達成 継続 図書館

6



施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

21 市民主導の人権啓
発事業の実施

市民の自主的な活動のも
とに様々な人権啓発活動
を行っている（一社）高
槻市人権まちづくり協会
と協働で人権啓発に取り
組むことで、人権意識の
普及・高揚を効果的に推
進する。

市民との協働を基本とするため、人権啓
発活動を業務委託し、併せて草の根人権
活動の充実を図るため、同協会の運営を
支援した。

市民との協働を基本とするため、人権啓発活動を業務委託し、併せ
て草の根人権活動の充実を図るため、同協会の運営を支援した。

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

22
人権啓発イベント
の実施（講演会
等）

市民が気軽に参加できる
啓発イベント（平和展や
人権を考える市民のつど
い等）を市民や団体等の
参画のもと実施し、人権
尊重や平和に関する市民
意識の高揚を図る。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人
権講啓発事業を委託し、市民や団体が参
画した実行委員会型式により「平和展」
「人権を考える市民のつどい」を開催す
るととに、同協会の企画・運営による
「心の豊かさを求めて」の講演会を開催
した。

【参考値】
①心の豊かさを求めて（人権全般）
207人
②平和展　539人
③人権を考える市民のつどい（人権全
般）444人

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人権講啓発事業を委託し、市
民や団体が参画した実行委員会型式により「平和展」「人権を考え
る市民のつどい」を開催するととに、同協会の企画・運営による「心
の豊かさを求めて」の講演会を開催した。
「人権を考える市民のつどい」については、市広報紙特集記事とタイ
アップを図ることで、講演会の周知と啓発の効果を高めることができ
た。

【参考値】
①心の豊かさを求めて（インターネット）142人
②平和展　966人
③人権を考える市民のつどい（人権と防災）711人

目標を超え
て達成

継続
人権・男女共
同参画課

23 人権啓発講座の実
施（連続講座等）

市民が様々な課題への理
解を深められるよう、時
流に即したテーマを含め
た系統的な内容の講座を
開催し、学習の場を提供
する。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ
「人権連続講座事業」を委託し、５週連
続の講演会を開催した。なお、当該講座
は市の新任主査級職員の研修を兼ねて実
施した。

【参考値】
参加者　合計236人

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ「人権連続講座事業」を委託
し、５週連続の講演会を開催した。なお、当該講座は市の新任主査
級職員の研修を兼ねて実施した。
令和５年度の新たな取組として、一部の講座をオンライン講座として
動画配信を試行実施した。

【参考値】
参加者　合計322人
参加者（オンライン）58人

目標を超え
て達成

継続

【補足】
令和５年度テーマ
　①障がい者
　②ヘイトスピーチ
　③アイヌ民族
　④ＬＧＢＴ
　⑤女性の人権

人権・男女共
同参画課

№
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施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

24
男女共同参画に関
する講座等の実施

男女共同参画社会の形成
を促進するための講座や
地域講演会等、各種の啓
発事業を実施する。

①コミュニティセンター及び公民館と共
催で男女共同参画地域講演会を開催し
た。

②職場・家庭・地域における男女共同参
画の実現や男女の人権を尊重・擁護する
社会の実現等を目指した啓発・学習講座
や人材養成講座を開催した。

③登録団体により組織された実行委員会
が企画運営を行い、「令和4年度男女共
同参画フォーラム」を開催した。

【参考値】
①3回開催/参加者延べ56人
②15講座27回開催/参加者延べ362人
③参加者96人

①コミュニティセンター及び公民館と共催で男女共同参画地域講演
会を開催した。

②職場・家庭・地域における男女共同参画の実現や男女の人権を
尊重・擁護する社会の実現等を
目指した啓発・学習講座や人材養成講座を開催した。

③男女共同参画センターの登録団体により組織された実行委員会
が企画運営を行い、「令和5年度男女共同参画フォーラム」を開催し
た。

【参考値】
①2回開催/参加者延べ91人
②15講座25回開催/参加者延べ462人
③参加者82人

目標達成 拡充

令和６年度は、前年度に新設した
キッズコーナーを活用し、育児負
担感の軽減を図るミニイベント等
を実施予定。

人権・男女共
同参画課

25
ふれあい交流講座
の実施（ふれあい
文化センター）

人権市民団体や関係機関
との共催等による講座、
講習、イベントなどを開
催することにより、市民
の人権意識の高揚とふれ
あい・交流の促進を図
る。

人権市民団体や関係機関との共催により
子育て講座等を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①子育て講座：5回（延べ参加人数116
人）
②料理講座：13回（延べ参加人数136
人）
③人権講座：1回（参加人数31人）
＜富田ふれあい文化センター＞
人権バラエティ講座：（参加人数39人）

人権市民団体や関係機関との共催により子育て講座等を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①子育て講座：2回（延べ参加人数66人）
②料理講座：15回（延べ参加人数157人）
③人権講座：1回（参加人数60人）
＜富田ふれあい文化センター＞
ふれあい交流講座：（参加人数 23人）

目標達成 継続

【補足】
＜春日ふれあい文化センター＞
①内容：親子あそび
②内容：男性向け、タイ料理、ペ
ルー料理
③内容：楽しい人権講座
＜富田ふれあい文化センター＞
　内容：手話うた人権講座

人権・男女共
同参画課（ふ
れあい文化セ
ンター）

26
人権啓発資料の展
示・貸出

人権尊重や平和の尊さを
啓発する各種資料を展示
または貸出しすること
で、幅広い層に対して意
識啓発を図る。

人権・文化啓発コーナーで、DVD・ﾋﾞﾃﾞｵ
及びパネルの貸出を行った。

【参考値】
①DVD・ﾋﾞﾃﾞｵ貸出　24件
②パネル貸出　16件

人権・文化啓発コーナーで、DVD・ﾋﾞﾃﾞｵ及びパネルの貸出を行っ
た。

【参考値】
①DVD・ﾋﾞﾃﾞｵ貸出　32件
②パネル貸出　19件

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

8



施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

27
人権啓発資料の展
示・貸出（ふれあ
い文化センター）

施設での常設パネルの展
示や、図書やビデオなど
の学習資料の提供によ
り、来所者に対する人権
啓発を促進する。

人権に関するパネル展示を行うととも
に、図書・ビデオ・学習資料等の閲覧・
貸出を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①パネル展示回数：12回
②図書貸出冊数：376冊
＜富田ふれあい文化センター＞
常設展示

人権に関するパネル展示を行うとともに、図書・ビデオ・学習資料等
の閲覧・貸出を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①パネル展示回数：12回
②図書貸出冊数：426冊
＜富田ふれあい文化センター＞
①パネル展示回数：12回
②図書貸出冊数：3冊

目標達成 継続

【補足】
＜春日ふれあい文化センター＞
①毎月テーマを決めて展示
閲覧者数：4,449人
②貸出利用者数：242人
＜富田ふれあい文化センター＞
①毎月テーマを決めて展示
閲覧者数：2,261人
②貸出利用者数：3人

人権・男女共
同参画課（ふ
れあい文化セ
ンター）

28 広報媒体を活用し
た人権啓発

広報誌や市ＷＥＢサイト
をはじめ、市民に広く伝
わりやすい広報媒体を活
用した人権啓発を行うこ
とで、効果的な市民の意
識高揚を図る。

様々な人権に関する課題について、広報
誌や市ＷＥＢサイト等、複数の媒体によ
る啓発を実施した。

【参考値】
①広報誌（特集記事）
年１回
②ケーブルTV
年１回
③ポスター掲示
通年

様々な人権に関する課題について、広報誌や市ＷＥＢサイト等、複数
の媒体による啓発を実施した。

【参考値】
①広報誌（特集記事）
年１回
②ケーブルTV
年１回
③ポスター掲示
通年

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

29
男女共同参画に関
する情報提供・啓
発

情報誌の発行による情報
提供や広報媒体を活用し
た啓発によって、男女共
同参画社会の形成を促進
する。

センターだよりや広報誌等、複数の媒体
での啓発を実施した。

【参考値】
①センターだより
年2回発行
②広報誌（特集記事）
年１回
③ぶっく★まーく
年4回発行

センターだよりや広報誌等、複数の媒体での啓発を実施した。

【参考値】
①センターだより
年2回発行
②広報誌（特集記事）
年１回
③ぶっく★まーく
年2回発行

目標達成 継続

【補足】
①センターだよりでの啓発
・第2次高槻市男女共同参画計画
・若年層の性暴力被害予防月間
・女性に対する暴力防止
・性犯罪に関する法律の改正
②広報誌のテーマ
3月号でDVの特集

人権・男女共
同参画課

9



施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

30
地域情報誌による
情報提供（ふれあ
い文化センター）

定期的に地域情報誌を発
行し、人権の推進や福祉
の向上に関する周辺施設
の事業や地域の取組等の
情報提供を行う。

周辺の施設と協力して編集等を行い、人
権関係、地域情報、講座の案内等を掲載
して、センター周辺地域等に配布した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
年4回　各1,900部
＜富田ふれあい文化センター＞
年12回　各2,950部

周辺の施設と協力して編集等を行い、人権関係、地域情報、講座の
案内等を掲載して、センター周辺地域等に配布した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
年4回　各1,900部
＜富田ふれあい文化センター＞
年12回　各2,950部

目標達成 継続

人権・男女共
同参画課（ふ
れあい文化セ
ンター）

31 外国人市民のため
の生活情報提供

外国人市民が本市におい
て市民生活を円滑に送る
ことができるよう、日常
生活関連情報の提供や発
信を行う。

高槻市での必要な手続きを掲載した「高
槻生活ガイド」をHPへ掲載するととも
に、窓口での配布を行った。また、７月
から国による行政窓口等に対する通訳支
援の試行実施に参加した。

【参考値】
①生活ガイド３か国語（英語、中国語、
韓国語、やさしい日本語）
②通訳支援17か国語

高槻市での必要な手続きを掲載した「高槻生活ガイド」をHPへ掲載
するとともに、窓口での配布を行った。また、前年度から試行実施さ
れていた国による行政窓口等に対する通訳支援が、４月から本格実
施となったため、前年度より窓口を大幅に増やし、登録手続きを行っ
た。

【参考値】
①生活ガイド３か国語（英語、中国語、韓国語、やさしい日本語）
②通訳支援17か国語

目標を超え
て達成

継続 令和6年度は通訳支援20か国語
人権・男女共
同参画課ほか

32 「福祉展」の実施

障がいのある人が住みな
れた地域で生きていくだ
けでなく、国際障害者年
の掲げる「完全参加と平
等」の実現に向け、障が
い者週間の事業の一環と
して、障がいのある人の
抱える諸問題を広く市民
に啓発し、理解を深める
ことで、共に安心して生
活ができるまちづくりの
推進を図る。

福祉展を令和４年１２月３日・４日に開
催。
パネル展示や作品展示等による啓発活動
等を実施した。

【参考値】
参加者数　約550人

福祉展を令和５年１２月２日・３日に開催。
パネル展示や作品展示等による啓発活動等を実施した。

【参考値】
参加者数　約1,200人

目標達成 継続 障がい福祉課

10



施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

33
「障がい者（児）
福祉のあらまし」
の発行

障がい者施策を紹介し、
障がい児者福祉制度の理
解と利用の促進を図るこ
とで、障がいのある人の
安全・安心な生活を支え
る。

「障がい者（児）福祉のあらまし」を発
行し、紙媒体、ホームページへの掲載等
複数の方法で閲覧できるようにし、関連
する制度を周知した。

【参考値】
年 １回発行（変更等あるごとに改正し
て発行）

「障がい者（児）福祉のあらまし」を発行し、紙媒体、ホームページへ
の掲載等複数の方法で閲覧できるようにし、関連する制度を周知し
た。

【参考値】
年　１回発行（変更等あるごとに改正して発行）

目標達成 継続 障がい福祉課

34
「高槻市市民ふれ
あい運動会」の開
催

日ごろ、スポーツに接す
る機会の少ない障がい者
に運動の機会を提供する
ことで健康増進を図ると
ともに、国際障害者年の
テーマである「完全参加
と平等」の実現に向け、
障がい児者と健常者が交
流し、相互の理解を深め
ながら、障がいに対する
意識の啓発を行う。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
ため中止した。

雨天のため中止した。 その他 継続 障がい福祉課

35
情報提供、交流、
研修事業（障がい
者福祉センター）

障がいのある人の社会参
加、社会的自立の促進及
び個別の課題や時局に応
じた内容をテーマとし
て、障がいのある人もな
い人も共に学習する中
で、人権意識の高揚に努
めるとともに、障がいの
ある人の福祉の増進を図
る。

障がい者、ボランティア及び一般市民を
対象とした福祉講演会、野外交流会、ふ
れあいデー、講習会（手話、点字点訳）
を実施した。

【参考値】受講者数
福祉講演会：137人、野外交流会：36
人、
ふれあいデー：60人、
講習会（手話：25人、点字点訳：13人）

障がい者、ボランティア及び一般市民を対象とした福祉講演会、野
外交流会、ふれあいデー、講習会（手話、点字点訳）を実施した。

【参考値】受講者数
福祉講演会：226人、野外交流会：133人、
ふれあいデー：607人、
講習会（手話：45人、点字点訳：18人）

目標達成 継続
障がい福祉課
（障がい者福
祉センター）
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施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

36
情報誌「ゆうあい
たかつき」の発行

障がいのある人を取り巻
く諸課題について、誰も
が正しく理解し、かつ認
識を深めるとともに、情
報を共有し、障がい者問
題を自身の問題として捉
えることができるよう情
報発信を行う。

障がい者に関する問題への理解や認識を
深めるため「ゆうあいたかつき」を発行
し、情報発信を行った。

【参考値】
年２回発行
発行部数：10月発行 1,400部、3月発行
1,200部

障がい者に関する問題への理解や認識を深めるため「ゆうあいたか
つき」を発行し、情報発信を行った。

【参考値】
年２回発行
発行部数：10月発行 1,200部、3月発行 1,200部

目標達成 継続
障がい福祉課
（障がい者福
祉センター）

37
感染症予防対策事
業

感染症を早期発見し、二
次感染予防を図る。ま
た、患者・感染者に対す
る差別・偏見の解消等を
図るため、感染症の正し
い知識、予防行動につい
て、普及啓発を行い、感
染症拡大の予防と、患
者・感染者への理解を深
める。

感染症の知識及び予防策の普及啓発を目
的に出前講座・電話相談を実施した。ま
た、性感染症の早期発見・早期治療を目
的に毎週金曜日に検査及び相談を実施し
た。

【参考値】
普及啓発　5回　136人
HIV検査　302人
HIV相談　313人

感染症の知識及び予防策の普及啓発を目的に出前講座・電話相談
を実施した。また、性感染症の早期発見・早期治療を目的に毎週金
曜日に検査及び相談を実施した。

【参考値】
普及啓発　6回　 180人
HIV検査　 351人
HIV相談　 350人

目標達成 継続 保健予防課

38
精神障がい者理解
促進事業・精神保
健市民講座

精神疾患や精神障がいに
ついての正しい知識の普
及啓発を図り、地域生活
や社会復帰への理解を深
めることにより、精神障
がい者が地域で暮らすた
めの環境づくりを行う。

家族・関係機関等を対象とした講座を開
催するとともに、市民向けの啓発を実施
した。

【参考値】
・市民理解促進講座（2回）動画配信
・教育機関向け研修会（1回）
・関係機関向け研修会(1回）

家族・関係機関等を対象とした講座を開催するとともに、市民向けの
啓発を実施した。

【参考値】
・市民理解促進講座（2回）
・教育機関向け研修会（1回）
・関係機関向け研修会(1回）

目標達成 継続 保健予防課

39
自殺予防対策の推
進事業・ゲート
キーパー養成研修

自殺予防において、早期
対応の中心的役割を果た
す 人 材 （ ゲ ー ト キ ー
パー）を養成する。

関係機関、大学生等を対象に、ゲート
キーパーとしての知識や情報について理
解を深める研修を実施した。

【参考値】
参加者延数：376人
実施回数：11回

関係機関、大学生等を対象に、ゲートキーパーとしての知識や情報
について理解を深める研修を実施した。

【参考値】
参加者延数：404人
実施回数：9回

目標達成 継続 保健予防課
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施策の柱１　人権・啓発の推進　③市民・企業等への啓発推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

40 事業主への啓発

事業主、人事労務担当者
を対象に同和問題、障が
い者問題、多文化共生な
どをテーマにした講演会
の開催などの人権啓発を
行い、企業における人権
意識の高揚を図る。

企業における人権意識の高揚を図るた
め、10月に市内の事業主・労務担当者等
を対象に、「職場の人権啓発講座」を開
催した。
なお、6月開催分については新型コロナ
ウイルス感染症感染拡大防止のため、中
止した。

【実績値】
6月　 開催分　中止
10月　開催分　参加者数　4人

企業における人権意識の高揚を図るため、6月と10月に市内の事
業主・労務担当者等を対象に、「職場の人権啓発講座」を開催した。

【実績値】
 6月　開催分　参加者数　12人
10月　開催分　参加者数　15人

目標達成 継続

【補足】
6月27日職場の人権啓発講座①
テーマ：普通？普通じゃない？～
LGBTを考える
講師：渡辺毅
（毅雨企画室代表）

10月24日職場の人権啓発講座②
テーマ：職場におけるLGBTとジェ
ンダー・セクシュアリティを巡る
人権問題
講師：仲岡しゅん
（弁護士／関西大学客員教授ほ
か）

産業振興課

41 障がい者雇用支援
講演会

市内企業の人事労務担当
者等を対象に、障がい者
雇用の啓発を行い、障が
い者雇用の促進と安定を
図る。

9月の「障がい者雇用支援月間」に、 障
がい者雇用に関する講演会・制度説明会
を行った。

【実績値】
参加者数　11人

9月の「障がい者雇用支援月間」に、障がい者雇用に関する講演
会・制度説明会を行った。

【実績値】
参加者数　18人

目標達成 継続

【補足】
9月28日 障がい者雇用支援講演
会・制度説明会
◎講演会
講師：星明聡志
（北摂杉の子会就労支援部統括部
長）
テーマ：障がいのある人の働きや
すい職場環境づくり〜LaLa-
chocolat　TAKATSUKIの取組〜

◎制度説明会
講師：山田崇人
（独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構）
テーマ：障がい者雇用支援に関す
る助成金制度等について

産業振興課
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施策の柱１　人権・啓発の推進　④各種団体等の啓発活動への支援推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

42

コミュニティセン
ターにおける人権
講座への支援

地域で取り組まれる人権
啓発に関する講座の充実
を図る。

各コミュニティセンターにおいて、人権
に関するパネル展示や講座等の実施を支
援した。

各コミュニティセンターにおいて、人権に関するパネル展示や講座等
の実施を支援した。

目標達成 継続
コミュニティ
推進室

43

地区コミュニティ
組織における人権
啓発活動の支援

地域における、各種の催
しを活用した、身近な場
での人権啓発の機会づく
りを図る

地区コミュニティにおいて、パネル展示
や講演会等、人権啓発活動を支援した。

地区コミュニティにおいて、パネル展示や講演会等、人権啓発活動を
支援した。

目標達成 継続
コミュニティ
推進室

44
地域活性化事業
（中学校区地区単
位会の支援）

人権の意義や重要性につ
いて考え、人権課題への
理解を深めるとともに、
地域住民相互の交流を図
る場として、各中学校区
単位会を設置し、市民の
自主的な活動のもとに、
様々な人権課題解決のた
めの啓発活動を展開し、
地域住民の人権意識の高
揚を図る。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ
「地域活性化事業」を委託し、各中学校
区地区単位会での学習会等を実施した。

【参考値】
①学習会等の開催
　63回/参加者8,838人
②各種団体との連携
　50回

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ「地域活性化事業」を委託し、
各中学校区地区単位会での学習会等を実施した。

【参考値】
①学習会等の開催
　76回/参加者17,248人
②各種団体との連携
　59回

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

45
地域人権啓発事業
（人権啓発指導員
の派遣等）

ＰＴＡ会員や市民団体及
び公民館、コミュニティ
センター、企業などが行
う人権に関する学習を支
援するため、助言や講師
派遣を行い、様々な人権
課題について共に学ぶ場
を提供することで、地域
住民等の人権意識の高揚
を図る。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ
「地域人権啓発事業」を委託し、地域か
らの要請に基づき、講座の開催や、講
師・助言者等を派遣を行った。

【参考値】
①講座等の開催
　68回/参加者2,568人
②講師派遣数
　68回
③助言等
　176回

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ「地域人権啓発事業」を委託
し、地域からの要請に基づき、講座の開催や、講師・助言者等を派遣
を行った。

【参考値】
①講座等の開催
　52回/参加者2,649人
②講師派遣数
　52回
③助言等
　153回

目標達成 拡充

人権まちづくり協会が実施する
「地域人権啓発事業」について、
市内中学校のキャリア学習と連携
を図り、若い世代に対する啓発を
強化する。

人権・男女共
同参画課

№
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　①相談・支援体制の充実

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

46 DV相談・対応事業

配偶者等からの暴力に関
する相談に迅速かつ適切
に対応するため、相談員
による個別相談を実施す
るとともに、ＤＶ対応連
絡会議の各機関と連携し
て、相談・対応事業の充
実を図る。

①配偶者暴力等相談員による相談を実施
し、関係機関と連携を図り、相談者の状
況に応じた支援を行った。
②庁内関係課及び庁外関係機関・団体で
構成した「DV対応連絡会議」を開催し、
連携体制の強化を図った。
③「DV対応連絡会議」構成委員と調整
し、「DV対応支援マニュアル」を改訂
し、共有を図った。
④DV・デートDV防止啓発リーフレットを
作成し、庁内外その他関係機関に配布
し、啓発を図った。

【参考値】
①相談件数　270件
②会議開催回数　１回
④発行部数
　DV相談リーフレット2種　各5,000部

デートDV防止啓発リーフレット6,000
部

①配偶者暴力等相談員による相談を実施し、関係機関と連携を図
り、相談者の状況に応じた支援を行った。
②庁内関係課及び庁外関係機関・団体で構成した「DV対応連絡会
議」を開催し、連携体制の強化を図った。
③「DV対応連絡会議」構成委員と調整し、「DV対応支援マニュア
ル」を改訂するとともに、情報共有を図った。
④DV・デートDV防止啓発リーフレットを作成し、庁内外その他関係
機関に配布し、啓発を図った。
⑤民生委員児童委員協議会の総会及び部会において、DV支援の
概要について講演を行い、民生委員の活動での連携を強化した。

【参考値】
①相談件数　274件
②会議開催回数　１回
④発行部数
　DV相談リーフレット2種　各5,000部
　デートDV防止啓発リーフレット 6,500部

目標を超え
て達成

拡充

【取組状況補足】
④デートDV防止啓発リーフレット
については、市立中学校2年生及
び、市立小中学校教員全員に配付
した。

【方向性補足】
令和６年４月に施行された女性支
援法に基づき、支援調整会議を設
置し、困難を抱える女性への支援
の強化を図る。

人権・男女共
同参画課

47
成年後見制度利用
支援事業

判断能力が不十分な知的
障がい者及び精神障がい
者、認知症の高齢者等に
対して、市長が成年後見
等の審判の申立を行い、
対象者の権利を擁護す
る。

成年後見を申し立てる親族の相談に応じ
るとともに、成年後見の申立を行う親族
がいない人に対する市長申立、成年後見
制度利用に向けた取組として報酬助成等
を行った。

【参考値】
市長申立件数
高齢者 21件、障がい者　3件
報酬助成件数
高齢者 17件、障がい者　23件

成年後見を申し立てる親族の相談に応じるとともに、成年後見の申
立を行う親族がいない人に対する市長申立、成年後見制度利用に
向けた取組として報酬助成等を行った。

【参考値】
市長申立件数
高齢者 18件、障がい者　2件
報酬助成件数
高齢者 14件、障がい者　23件

目標達成 継続
福祉相談支援
課

48
日常生活自立支援
事業

権利侵害を受けやすい認
知症の高齢者等の権利を
擁護し、安心して自立し
た生活ができるように、
福祉サービスの利用援助
や日常的な金銭管理サー
ビスを行う。

高槻市社会福祉協議会に補助金を交付
し、高齢者、障がい者等で判断能力が不
十分な人に対して、相談対応や金銭管理
サービスを行った。

【参考値】
相談受付件数　6,185件
契約件数　　　　88件
サービス実施回数　4,793回

高槻市社会福祉協議会に補助金を交付し、高齢者、障がい者等で
判断能力が不十分な人に対して、相談対応や金銭管理サービスを
行った。

【参考値】
相談受付件数　5,442件
契約件数　　　　89件
サービス実施回数　4,686回

目標達成 継続
福祉相談支援
課

№
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　①相談・支援体制の充実

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

49 高齢者虐待防止事
業

虐待による高齢者の権利
侵害を防ぐため、高齢者
虐待の防止及び高齢者の
養護者に対する支援等を
行う。

相談があった高齢者虐待ケースすべてに
おいて、評価会議を行い、支援内容の確
認、継続の可否を地域包括支援センター
とともに話し合った。解決が困難なケー
スについては、弁護士会等と連携し、専
門家の意見を踏まえながら、高齢者や擁
護者の支援を行える体制整備を行った。

【参考値】
虐待に関する相談件数　134件

相談があった高齢者虐待ケースすべてにおいて、評価会議を行い、
支援内容の確認、継続の可否を地域包括支援センターとともに話し
合った。解決が困難なケースについては、弁護士会等と連携し、専門
家の意見を踏まえながら、高齢者や擁護者の支援を行える体制整備
を行った。

【参考値】
虐待に関する相談件数　185件

目標達成 継続
福祉相談支援
課

50
障がい者虐待防止
センター

障がい者虐待防止法に基
づき、障がい者虐待の防
止及び養護者に対する支
援に関する広報・啓発を
行うと共に、関係機関と
連携し、障がい者虐待の
未然防止や早期発見、迅
速な対応、その他適切な
支援を行う。

障がい者虐待防止・差別解消連絡会議を
開催するとともに、障がい者虐待防止セ
ンターとして、障がい者虐待に関する相
談や通報への対応、被虐待者や虐待者等
への支援を行った。

【参考値】
通報・相談件数　66件

障がい者虐待防止・差別解消連絡会議を開催するとともに、障がい
者虐待防止センターとして、障がい者虐待に関する相談や通報への
対応、被虐待者や虐待者等への支援を行った。

【参考値】
通報・相談件数　90件

目標達成 継続
福祉相談支援
課

51 認知症総合対策事
業

行方不明高齢者家族支援
サービスにより、安全の
確保と家族支援を行うと
ともに、認知症にやさし
いまちづくりとして認知
症に理解のある市民を増
やす。

認知症についての正しい理解を深め、認
知症の人やその家族を見守るサポーター
を養成するとともに、認知症サポーター
養成講座を受講した方で、傾聴や啓発イ
ベントへのボランティア活動をする、認
知症パートナーを養成に取り組んだ。

【参考値】
サポーター養成人数　976人

認知症についての正しい理解を深め、認知症の人やその家族を見守
るサポーターを養成するとともに、認知症サポーター養成講座を受講
した方で、傾聴や啓発イベントへのボランティア活動をする、認知症
パートナーを養成に取り組んだ。

【参考値】
サポーター養成人数　1,317人

目標達成 継続
福祉相談支援
課

52
障がい者相談支援
事業

障がい児者が地域で安心
して生活できるよう、障
がい児者やその家族等か
らの相談に応じ、必要な
相談支援を行う。

基幹相談支援センター及び障がい者委託
相談支援事業所において、必要な情報の
提供や相談支援を行った。

【参考値】
相談延べ件数　21,240件

基幹相談支援センター及び障がい者委託相談支援事業所におい
て、必要な情報の提供や相談支援を行った。

【参考値】
相談延べ件数　20,376件

目標達成 継続
福祉相談支援
課
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　①相談・支援体制の充実

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

53 自立支援協議会

地域における障がい者を
支えるネットワークを構
築し、障がい者が安心し
て暮らせる地域社会づく
りを推進する。

地域の関係機関の連携の図るとともに、
地域課題に係る意見交換や課題解決に向
けた取組を行った。

【参考値】
会議開催回数　38回

地域の関係機関の連携の図るとともに、地域課題に係る意見交換や
課題解決に向けた取組を行った。

【参考値】
会議開催回数　45回

目標達成 継続
福祉相談支援
課

54
難病患者地域支援
対策推進事業

難病患者が安心して療養
できる環境づくりを推進
する。相談体制の充実及
びネットワーク構築を目
指す。

①難病患者、家族への面接、訪問支援を
実施した。

②関係機関と連携を図り、難病患者を取
り巻く、地域課題を共有、検討するとと
もに、ネットワーク会議を実施した。

【実績値】
①訪問実績　実136人、延358人
　面接実績　実573人、延2,714人
②会議の実施(1回)

①難病患者、家族への面接、訪問支援を実施した。

②関係機関と連携を図り、難病患者を取り巻く、地域課題を共有、検
討するとともに、ネットワーク会議を実施した。

【実績値】
①訪問実績　実180人、延581人
　面接実績　実660人、延3,380人
②会議の実施(1回)

目標達成 継続 保健予防課

55
子育て相談訪問事
業

乳幼児・児童の養育につ
いて子育てに関する支援
(相談・助言等)を必要と
しながら、自ら積極的に
求めていくことが困難な
家庭がある。その家庭に
支援を行き届かせ、子育
て不安を軽減させて、適
切な養育の実施の確保を
図る。

養育支援が特に必要であると認められる
家庭に対して、子育て相談訪問員が訪問
し、養育に関する相談・助言・指導など
を行う等、適切な養育の実施の確保を図
る。

【実績値】
延べ訪問件数：351件

養育支援が特に必要であると認められる家庭に対して、子育て相談
訪問員が訪問し、養育に関する相談・助言・指導などを行う等、適切
な養育の実施の確保を図る。

【実績値】
延べ訪問件数：317件

目標達成 継続
子育て総合支
援センター

56
こんにちは赤ちゃ
ん事業

生後4か月までの乳児のい
るすべての家庭を訪問
し、保護者の育児不安の
解消と乳児の健全な養育
環境の把握を行い、適切
なサービスにつなげると
ともに、児童虐待の未然
防止を図る。

生後4か月までの乳児のいる家庭に保育
士等が訪問し、子育てに関する相談や情
報提供等を行った。また、支援が必要な
家庭へは、児童家庭相談で個別支援を行
うとともに、適切なサービス提供につな
げた。

【実績値】
訪問件数：2,249件

生後4か月までの乳児のいる家庭に保育士等が訪問し、子育てに関
する相談や情報提供等を行った。また、支援が必要な家庭へは、児
童家庭相談で個別支援を行うとともに、適切なサービス提供につな
げた。

【実績値】
訪問件数：2,215件

目標達成 継続
子育て総合支
援センター
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　①相談・支援体制の充実

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

57

（再掲）
要保護児童対策事
業

子どもの人権を守ること
を目的として、児童虐待
等について、関係機関と
連携・協働し、未然防止
や早期発見、早期対応及
び適切な対応を行う。

●児童虐待防止連絡会議を定期的に開催
し、情報提供や支援の検討等、未然防止
や早期対応等に取り組んだ。また、オレ
ンジリボンキャンペーンを実施し、市民
への啓発を行った。
●ヤングケアラーの支援に関する取組に
ついて庁内連絡会議を立ち上げ、支援体
制の整備、周知・啓発、支援者向け研修
を行った。

【実績値】
庁内連絡会議　２回
研修参加者　34人
児童家庭相談件数　7,383件

●児童虐待防止連絡会議を定期的に開催し、情報提供や支援の検
討等、未然防止や早期対応等に取り組んだ。また、オレンジリボン
キャンペーンを実施し、市民への啓発を行った。
●ヤングケアラーの支援に関する取組について庁内連絡会議を立ち
上げ、支援体制の整備、周知・啓発、支援者向け研修を行った。

【実績値】
庁内連絡会議　３回
研修参加者　41人
児童家庭相談件数　7,148件

目標達成 継続
子育て総合支
援センター
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　②人権相談体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

58
庁内横断体制によ
る人権相談

各人権課題の担当課等で
組織する人権相談ケース
ワーク会議において情報
交換を行い、連携を深め
ながら、様々な人権課題
の解消を図る方策を検討
する。

庁内16所属で構成した、人権ケースワー
ク会議を開催し、令和４年に発生した差
別事象について共有を図るとともに処理
手順についての対応を確認した。

【実績値】
ケースワーク会議の実施（1回）

庁内16所属で構成した、人権ケースワーク会議を開催し、令和５年
に発生した差別事象について共有を図るとともに処理手順について
の対応を確認した。

【実績値】
ケースワーク会議の実施（1回）

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

59
関係機関と連携し
た相談体制

多様化・複雑化する人権
問題に対応するため、法
務局、人権擁護委員及び
府専門機関等との相互連
携を図る。

人権擁護委員による人権特設相談を毎月
第2土曜日に実施するとともに、社会福
祉協議会と連携した身近な福祉相談を毎
月第3金曜日に実施した。
【実績値】
相談件数　3件

人権擁護委員による人権特設相談を毎月第2土曜日に実施するとと
もに、社会福祉協議会と連携した身近な福祉相談を毎月第3金曜日
に実施した。
【実績値】
相談件数　6件

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

60
（再掲）
DV相談・対応事業

配偶者等からの暴力に関
する相談に迅速かつ適切
に対応するため、相談員
による個別相談を実施す
るとともに、ＤＶ対応連
絡会議の各機関と連携し
て、相談・対応事業の充
実を図る。

①配偶者暴力等相談員による相談を実施
し、関係機関と連携を図り、相談者の状
況に応じた支援を行った。
②庁内関係課及び庁外関係機関・団体で
構成した「DV対応連絡会議」を開催し、
連携体制の強化を図った。
③「DV対応連絡会議」構成委員と調整
し、「DV対応支援マニュアル」を改訂
し、共有を図った。
④DV・デートDV防止啓発リーフレットを
作成し、庁内外その他関係機関に配布
し、啓発を図った。

【参考値】
①相談件数　270件
②会議開催回数　１回
④発行部数
　DV相談リーフレット2種　各5,000部

デートDV防止啓発リーフレット6,000
部

①配偶者暴力等相談員による相談を実施し、関係機関と連携を図
り、相談者の状況に応じた支援を行った。
②庁内関係課及び庁外関係機関・団体で構成した「DV対応連絡会
議」を開催し、連携体制の強化を図った。
③「DV対応連絡会議」構成委員と調整し、「DV対応支援マニュア
ル」を改訂するとともに、情報共有を図った。
④DV・デートDV防止啓発リーフレットを作成し、庁内外その他関係
機関に配布し、啓発を図った。
⑤民生委員児童委員協議会の総会及び部会において、DV支援の
概要について講演を行い、民生委員の活動での連携を強化した。

【参考値】
①相談件数　274件
②会議開催回数　１回
④発行部数
　DV相談リーフレット2種　各5,000部
　デートDV防止啓発リーフレット 6,500部

目標を超え
て達成

拡充

【取組状況補足】
④デートDV防止啓発リーフレット
については、市立中学校2年生及
び、市立小中学校教員全員に配付
した。

【方向性補足】
令和６年４月に施行された女性支
援法に基づき、支援調整会議を設
置し、困難を抱える女性への支援
の強化を図る。

人権・男女共
同参画課

№
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　②人権相談体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

61 要保護児童対策事
業

子どもの人権を守ること
を目的として、児童虐待
等について、関係機関と
連携・協働し、未然防止
や早期発見、早期対応及
び適切な対応を行う。

●児童虐待防止連絡会議を定期的に開催
し、情報提供や支援の検討等、未然防止
や早期対応等に取り組んだ。また、オレ
ンジリボンキャンペーンを実施し、市民
への啓発を行った。
●ヤングケアラーの支援に関する取組に
ついて庁内連絡会議を立ち上げ、支援体
制の整備、周知・啓発、支援者向け研修
を行った。

【実績値】
庁内連絡会議　２回
研修参加者　34人
児童家庭相談件数　7,383件

●児童虐待防止連絡会議を定期的に開催し、情報提供や支援の検
討等、未然防止や早期対応等に取り組んだ。また、オレンジリボン
キャンペーンを実施し、市民への啓発を行った。
●ヤングケアラーの支援に関する取組について庁内連絡会議を立ち
上げ、支援体制の整備、周知・啓発、支援者向け研修を行った。

【実績値】
庁内連絡会議　３回
研修参加者　41人
児童家庭相談件数　7,148件

目標達成 継続
子育て総合支
援センター

20



施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　③専門機関との協力体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

62

（再掲）
関係機関と連携し
た相談体制

多様化・複雑化する人権
問題に対応するため、法
務局、人権擁護委員及び
府専門機関等との相互連
携を図る。

人権擁護委員による人権特設相談を毎月
第2土曜日に実施するとともに、社会福
祉協議会と連携した身近な福祉相談を毎
月第3金曜日に実施した。

【実績値】
相談件数　3件

人権擁護委員による人権特設相談を毎月第2土曜日に実施するとと
もに、社会福祉協議会と連携した身近な福祉相談を毎月第3金曜日
に実施した。

【実績値】
相談件数　6件

目標達成 継続
人権・男女共
同参画課

63
（再掲）
DV相談・対応事業

配偶者等からの暴力に関
する相談に迅速かつ適切
に対応するため、相談員
による個別相談を実施す
るとともに、ＤＶ対応連
絡会議の各機関と連携し
て、相談・対応事業の充
実を図る。

①配偶者暴力等相談員による相談を実施
し、関係機関と連携を図り、相談者の状
況に応じた支援を行った。
②庁内関係課及び庁外関係機関・団体で
構成した「DV対応連絡会議」を開催し、
連携体制の強化を図った。
③「DV対応連絡会議」構成委員と調整
し、「DV対応支援マニュアル」を改訂
し、共有を図った。
④DV・デートDV防止啓発リーフレットを
作成し、庁内外その他関係機関に配布
し、啓発を図った。

【参考値】
①相談件数　270件
②会議開催回数　１回
④発行部数
　DV相談リーフレット2種　各5,000部

デートDV防止啓発リーフレット6,000
部

①配偶者暴力等相談員による相談を実施し、関係機関と連携を図
り、相談者の状況に応じた支援を行った。
②庁内関係課及び庁外関係機関・団体で構成した「DV対応連絡会
議」を開催し、連携体制の強化を図った。
③「DV対応連絡会議」構成委員と調整し、「DV対応支援マニュア
ル」を改訂するとともに、情報共有を図った。
④DV・デートDV防止啓発リーフレットを作成し、庁内外その他関係
機関に配布し、啓発を図った。
⑤民生委員児童委員協議会の総会及び部会において、DV支援の
概要について講演を行い、民生委員の活動での連携を強化した。

【参考値】
①相談件数　274件
②会議開催回数　１回
④発行部数
　DV相談リーフレット2種　各5,000部
　デートDV防止啓発リーフレット 6,500部

目標を超え
て達成

拡充

【取組状況補足】
④デートDV防止啓発リーフレット
については、市立中学校2年生及
び、市立小中学校教員全員に配付
した。

【方向性補足】
令和６年４月に施行された女性支
援法に基づき、支援調整会議を設
置し、困難を抱える女性への支援
の強化を図る。

人権・男女共
同参画課

64
（再掲）
難病患者地域支援
対策推進事業

難病患者が安心して療養
できる環境づくりを推進
する。相談体制の充実及
びネットワーク構築を目
指す。

①難病患者、家族への面接、訪問支援を
実施した。

②関係機関と連携を図り、難病患者を取
り巻く、地域課題を共有、検討するとと
もに、ネットワーク会議を実施した。

【実績値】
①訪問実績　実136人、延358人
　面接実績　実573人、延2714人
②会議の実施(1回)

①難病患者、家族への面接、訪問支援を実施した。

②関係機関と連携を図り、難病患者を取り巻く、地域課題を共有、検
討するとともに、ネットワーク会議を実施した。

【実績値】
①訪問実績　実180人、延581人
　面接実績　実660人、延3380人
②会議の実施(1回)

目標達成 継続 保健予防課

№
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　③専門機関との協力体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

65

（再掲）
要保護児童対策事
業

子どもの人権を守ること
を目的として、児童虐待
等について、関係機関と
連携・協働し、未然防止
や早期発見、早期対応及
び適切な対応を行う。

●児童虐待防止連絡会議を定期的に開催
し、情報提供や支援の検討等、未然防止
や早期対応等に取り組んだ。また、オレ
ンジリボンキャンペーンを実施し、市民
への啓発を行った。
●ヤングケアラーの支援に関する取組に
ついて庁内連絡会議を立ち上げ、支援体
制の整備、周知・啓発、支援者向け研修
の開催を行った。

【実績値】
庁内連絡会議　２回
研修参加者　34人
児童家庭相談件数　7,383件

●児童虐待防止連絡会議を定期的に開催し、情報提供や支援の検
討等、未然防止や早期対応等に取り組んだ。また、オレンジリボン
キャンペーンを実施し、市民への啓発を行った。
●ヤングケアラーの支援に関する取組について庁内連絡会議を立ち
上げ、支援体制の整備、周知・啓発、支援者向け研修を行った。

【実績値】
庁内連絡会議　３回
研修参加者　41人
児童家庭相談件数　7,148件

目標達成 継続
子育て総合支
援センター

22



施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　④人権に配慮した職務の遂行に係る人権研修推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

66
個人情報保護制度
の職員研修

プライバシー保護の観点
から、個人情報保護制度
の周知徹底を図るため、
職員研修を実施する。

令和５年度施行の法改正の内容を周知す
るため、定例の新規採用職員を対象とし
た研修に加え、庁内各所属の実務担当者
及び本市の出資法人・指定管理者で希望
する者を対象とした実務研修を実施し
た。

【参考値】
新規採用職員研修（R4/10/7）参加者数
49人
実務研修（R5/2/20～21）参加者数116人

令和５年度施行の改正保護法に基づく個人情報保護制度につい
て、定例の新規採用職員を対象とした研修に加え、研修受講希望の
あったＮＰＯ法人向けの出前講座や庁内各所属の実務担当者及び
本市の出資法人・指定管理者で希望する者を対象とした実務研修
を実施した。

【参考値】
出前講座（R5/5/27）参加者数約50人
新規採用職員研修（R5/10/12）参加者数53人
実務研修（R6/2/28）参加者数65人

目標達成 継続
法務ガバナン
ス室

67 階層別研修

あらゆる分野の人権問題
に対して正しい理解と認
識を深め、市民の基本的
人権を尊重する立場で職
務を遂行し得る職員を育
成するために、系統的・
継続的な研修を実施す
る。

新規採用職員研修等の職階別研修におい
て、人権についての講義や交流会等を実
施した。

【参考値】
①新規採用職員研修
　講義数：５回
②採用２年目職員研修
　講義数：２回
③新任主査級研修
　講義数：３回

新規採用職員研修等の職階別研修において、人権についての講義
や交流会等を実施した。

【参考値】
①新規採用職員研修
　講義数：５回
②採用２年目職員研修
　講義数：２回
③新任主査級研修
　講義数：３回

目標達成 継続
研修効果をさらに高めるために、
研修内容・対象者・時期等につい
て随時検討を行う。

人事企画室

68 職場人権研修

職場単位で相互啓発を行
う機会を設け、職員の人
権意識の一層の向上を図
ることによって、その意
識や認識を日常業務に反
映させる。

職場研修の必須テーマとして「人権研
修」を設定することにより、各職場にお
ける人権研修を推進した。

【参考値】
実施率は100%であった（全102所属）。

職場研修の必須テーマとして「人権研修」を設定することにより、各
職場における人権研修を推進した。

【参考値】
実施率は100%であった（全102所属）。

目標達成 継続 【テーマ】：女性活躍推進 人事企画室

69 障がい者理解講座

手話技術（初級）の習得
と初級点字の実習を通
じ、聴覚障がい及び視覚
障がいに対する正しい理
解と認識を身に付ける。

実技・実習を含む手話・点字研修を、令
和4年10月～12月にかけて希望する職員
に対して実施した。

【参考値】
参加者14人

実技・実習を含む手話・点字研修を、令和5年10月～12月にかけ
て希望する職員に対して実施した。

【参考値】
参加者15人

目標達成 継続
研修効果をさらに高めるために、
研修内容や実施時期等について随
時検討を行う。

人事企画室

№
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施策の柱２　人権擁護・保護機能の充実　④人権に配慮した職務の遂行に係る人権研修推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

70 職場研修指導者の
養成

職場研修指導者に対し、
人権の総括的知識の習得
と認識の確認を促すこと
によって、職場における
人権研修を充実させ、職
員の人権意識の一層の向
上を図る。

職場研修総括責任者である部長代理級職
員及び職場研修指導者である所属長等に
対して、年度当初に人権研修を実施する
とともに、職場における人権研修の実施
について説明した。

【参考値】
参加者119人

職場研修総括責任者である部長代理級職員及び職場研修指導者
である所属長等に対して、年度当初に人権研修を実施するとともに、
職場における人権研修の実施について説明した。

【参考値】
参加者117人

目標達成 継続

【テーマ】：女性活躍推進
　　　「女性活躍・ダイバーシ
ティ推進研修」

職場研修における人権研修の充実
につなげるため、研修内容や実施
時期について随時検討する。

人事企画室

71

（再掲）
自殺予防対策の推
進事業・ゲート
キーパー養成研修

自殺予防において、早期
対応の中心的役割を果た
す 人 材 （ ゲ ー ト キ ー
パー）を養成する。

関係機関、大学生等を対象に、ゲート
キーパーとしての知識や情報について理
解を深める研修を実施した。

【参考値】
参加者延数：376人
実施回数：11回

関係機関、大学生等を対象に、ゲートキーパーとしての知識や情報
について理解を深める研修を実施した。

【参考値】
参加者延数：404人
実施回数：9回

目標達成 継続 保健予防課

72 人権保育研修

子どもの人権とともに、
子どもの主体性や利益が
最大限尊重される保育を
推進するため、研修の充
実を図る。

外部の人権に関する研修や講座への積極
的な参加、市立の保育所・認定こども園
の人権研修の継続等、経験の浅い職員の
積極的な参加を促し、保育の質の向上に
取組を行った。

【参考値】
研修開催：52回（延べ回数）
研修参加者：484人（延べ人数）

外部の人権に関する研修や講座への積極的な参加、市立の保育
所・認定こども園の人権研修の継続等、経験の浅い職員の積極的な
参加を促し、保育の質の向上に取組を行った。

【参考値】
研修開催：65回（延べ回数）
研修参加者：489人（延べ人数）

目標達成 継続
保育幼稚園総
務課

24



施策の柱３　社会全体での協働の推進　① ＮＰО等多様な主体との協働推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

73
コミュニティセン
ター管理運営補助
事業

コミュニティセンターに
おける子どもを対象とし
た学習や体験の機会の充
実を図る。

各コミュニティセンターにおいて、子ど
もを対象とした講座等の実施を支援し
た。

各コミュニティセンターにおいて、子どもを対象とした講座等の実施
を支援した。

目標達成 継続
コミュニ
ティ推進室

74
コミュニティ市民
会議補助事業

女性を含む多様な主体の
活動の参画を推進するこ
とで、地域活動の充実を
図る。

女性を含む多様な主体が参加する地区コ
ミュニティのネットワークを活かした地
域活動を支援した。

女性を含む多様な主体が参加する地区コミュニティのネットワーク
を活かした地域活動を支援した。

目標達成 継続
コミュニ
ティ推進室

75

市民公益活動サ
ポートセンター事
業

市民公益活動の促進のた
めの環境整備として開設
した市民公益活動サポー
トセンターにおいて、施
設提供をはじめ、相談事
業や情報受発信支援、学
習機会の提供等活動促進
のための事業を実施す
る。

市民公益活動サポートセンターにおい
て、施設提供・相談事業・情報の受発信
等の支援、学習機会提供等の実施を支援
した。

市民公益活動サポートセンターにおいて、施設提供・相談事業・情
報の受発信等の支援、学習機会提供等の実施を支援した。

目標達成 継続
コミュニ
ティ推進室

76

市民公益活動促進
事業

様々な人権課題の解決を
目指す団体を含めた多様
な市民公益活動団体の相
互交流や市民の参加啓発
等の事業を支援して、市
民公益活動の促進を図
る。

市内の市民公益活動団体との協働による
市民公益活動促進事業やボランティア活
動のきっかけとなる講座等の実施を支援
した。

市内の市民公益活動団体との協働による市民公益活動促進事業
やボランティア活動のきっかけとなる講座等の実施を支援した。

目標達成 継続
コミュニ
ティ推進室

77

（再掲）
市民主導の人権啓
発事業の実施

市民の自主的な活動のも
とに、様々な人権啓発活
動を行っている（一社）
高槻市人権まちづくり協
会と協働で人権啓発に取
り組むことで、人権意識
の普及・高揚を効果的に
推進する。

市民との協働を基本とするため、人権啓
発活動を業務委託し、併せて草の根人権
活動の充実を図るため、同協会の運営を
支援した。

市民との協働を基本とするため、人権啓発活動を業務委託し、併せ
て草の根人権活動の充実を図るため、同協会の運営を支援した。

目標達成 継続
人権・男女
共同参画課

№
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　① ＮＰО等多様な主体との協働推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

78

（再掲）
人権啓発イベント
の実施（講演会
等）

市民が気軽に参加できる
啓発イベント（平和展や
人権を考える市民のつど
い等）を市民や団体等の
参画のもと実施し、人権
尊重や平和に関する市民
意識の高揚を図る。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人
権講啓発事業を委託し、市民や団体が参
画した実行委員会型式により「平和展」
「人権を考える市民のつどい」を開催す
るととに、同協会の企画・運営による
「心の豊かさを求めて」の講演会を開催
した。

【参考値】
①心の豊かさを求めて（人権全般）
207人
②平和展　539人
③人権を考える市民のつどい（人権全
般）444人

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人権講啓発事業を委託し、市
民や団体が参画した実行委員会型式により「平和展」「人権を考え
る市民のつどい」を開催するととに、同協会の企画・運営による「心
の豊かさを求めて」の講演会を開催した。
「人権を考える市民のつどい」については、市広報紙特集記事とタ
イアップを図ることで、講演会の周知と啓発の効果を高めることが
できた。

【参考値】
①心の豊かさを求めて（インターネット）142人
②平和展　966人
③人権を考える市民のつどい（人権と防災）711人

目標を超え
て達成

継続
人権・男女
共同参画課

79

（再掲）
ふれあい交流講座
の実施（ふれあい
文化センター）

人権尊重を基本視点とし
た参加型の講座、講習、
イベントなどを開催する
ことにより、市民の人権
意識の高揚とふれあい・
交流の促進を図る。

人権市民団体や関係機関との共催により
子育て講座等を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①子育て講座：5回（延べ参加人数116
人）
②料理講座：13回（延べ参加人数136
人）
③人権講座：1回（参加人数31人）
＜富田ふれあい文化センター＞
人権バラエティ講座：（参加人数39人）

人権市民団体や関係機関との共催により子育て講座等を実施し
た。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①子育て講座：2回（延べ参加人数66人）
②料理講座：15回（延べ参加人数157人）
③人権講座：1回（参加人数60人）
＜富田ふれあい文化センター＞
ふれあい交流講座：（参加人数 23人）

目標達成 継続

【補足】
〈春日ふれあい文化センター〉
①内容：親子あそび
②内容：男性向け、タイ料理、
ペルー料理   　③内容：楽しい
人権講座
（富田ふれあい文化センター）
　内容：手話うた人権講座

人権・男女
共同参画課
（ふれあい
文化セン
ター）
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　① ＮＰО等多様な主体との協働推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

80
地域啓発交流事業
（ふれあい文化セ
ンター）

地域の取組と連携しなが
ら、地域内外の住民や関
係団体等との交流を促進
し、相互理解を図る。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人
権講啓発事業を委託し、市民が人権を身
近な問題として考える機会や場の提供に
努めた。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
ヒューマンライツフェスタ：中止
　※新型コロナウイルス感染の影響
＜富田ふれあい文化センター＞
フェスタヒューマンライツの開催（参加
者延べ243人）

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人権講啓発事業を委託し、市
民が人権を身近な問題として考える機会や場の提供に努めた。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
ヒューマンライツフェスタの開催（参加者延べ1,500人）
＜富田ふれあい文化センター＞
フェスタヒューマンライツの開催（参加者延べ1,999人）

目標達成 継続

人権・男女
共同参画課
（ふれあい
文化セン
ター）

81
ふれあいＩＴ推進
事業

情報格差（デジタルデバ
イド）の解消に資すると
ともに、ボランティア活
動の促進を図る。（富田
ふれあい文化センターで
実施）

富田ふれあい文化センターにおいてNPO
との協働によりデジタルデバイド解消に
向けた講座等を実施。

【参考値】
パソコン・タブレット講座（受講者延べ
311人）
パソコン・タブレット個別相談会（相談
者延べ199人）

富田ふれあい文化センターにおいてNPOとの協働によりデジタル
デバイド解消に向けた講座等を実施。

【参考値】
パソコン・タブレット・スマホ講座（受講者延べ296人）
パソコン・タブレット個別相談会（相談者延べ219人）

目標達成 継続

人権・男女
共同参画課
（ふれあい
文化セン
ター）

82
障がい者雇用問題
懇談会

各関係機関及び関係団体
による懇談会において、
意見交換や情報交換など
を行い障がい者雇用の促
進を図る。

「障がい者就労雇用問題懇談会」を開催
し、関係機関・関係団体に情報共有と相
互に事業報告を行った。

「障がい者就労雇用問題懇談会」を開催し、関係機関・関係団体に
情報共有と相互に事業報告を行った。

【実績値】
出席人数　11人

目標達成 継続
【補足】
9月14日開催

産業振興課

83 雇用促進フェア
女性、若者や就職困難者
等をはじめ市民の就労促
進を図る。

ハローワーク茨木等と連携し、合同就職
面接会等を開催した。
（合同企業面接会、就職お役立ちセミ
ナー）

ハローワーク茨木等と連携し、合同就職面接会等を開催した。
（合同企業面接会、障がい者合同就職面接相談会、就職お役立ち
セミナー）

目標達成 継続
【補足】
11月21日開催

産業振興課
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　① ＮＰО等多様な主体との協働推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

84

（再掲）
市民主導の人権教
育事業の実施

様々な人権課題の理解を
深め、豊かな人権感覚を
養うため、（一社）高槻
市人権まちづくり協会に
人権教育事業を委託し
て、市民主導の事業展開
を行う。

人権教育講座、人権映画会を実施した。

【参考値】
講座　6回　参加者226人
映画会　2回　参加者200人

人権教育講座、人権映画会を実施した。

【参考値】
講座　6回　参加者250人
映画会　3回　参加者491人

目標達成 継続 教育総務課
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　②企業の自主的な取組への支援体制

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

85

市内事業者で構成
される人権団体に
よる啓発講座等へ
の支援

対象事業所への加入勧奨
活動の支援を行う。
また、同団体及び会員事
業所による人権啓発講
座、研修会等の企画・運
営及びテーマ・講師選定
と開催情報発信等への支
援を行う。

啓発講座のテーマの提案や講師の選定な
ど様々な情報の提供を行った。

会員候補となる事業所に加入勧奨チラシを配布した。
啓発講座の講師・テーマの提案を行った。

目標達成 継続 産業振興課

№
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　③地域との密着した連携・協働体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等

86 地域振興補助事業

地区コミュニティが実施
する各種の取組を支援
し、地区コミュニティ内
の連携、交流の促進を図
る。

各地区コミュニティにおいて、夏祭りや
文化祭、運動会等の地域ふれあい促進事
業を支援した。

各地区コミュニティにおいて、夏祭りや文化祭、運動会等の地域ふれ
あい促進事業を支援した。

目標達成 継続
コミュニティ
推進室

87
（再掲）
男女共同参画に関
する講座等の実施

男女共同参画社会の形成
を促進するための講座や
地域講演会等、各種の啓
発事業を実施する。

①コミュニティセンター及び公民館と共
催で男女共同参画地域講演会を開催し
た。

②職場・家庭・地域における男女共同参
画の実現や男女の人権を尊重・擁護する
社会の実現等を目指した啓発・学習講座
や人材養成講座を開催した。

③登録団体により組織された実行委員会
が企画運営を行い、「令和4年度男女共
同参画フォーラム」を開催した。

【参考値】
①3回開催/参加者延べ56人
②15講座27回開催/参加者延べ362人
③参加者96人

①コミュニティセンター及び公民館と共催で男女共同参画地域講演
会を開催した。

②職場・家庭・地域における男女共同参画の実現や男女の人権を
尊重・擁護する社会の実現等を
目指した啓発・学習講座や人材養成講座を開催した。

③男女共同参画センターの登録団体により組織された実行委員会
が企画運営を行い、「令和5年度男女共同参画フォーラム」を開催し
た。

【参考値】
①2回開催/参加者延べ91人
②15講座25回開催/参加者延べ462人
③参加者82人

目標達成 拡充

令和６年度は、前年度に新設した
キッズコーナーを活用し、育児負
担感の軽減を図るミニイベント等
を実施予定。

人権・男女共
同参画課

88

市民交流事業
（ふれあい文化セ
ンター）

施設利用者である地域内
外の住民に対し、講座、
研修会などを実施するこ
とで、住民の交流と相互
理解を図る。

利用者相互の交流を図るとともに、人権
啓発を行うため、講座や研修会を実施し
た。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①人権啓発講座：2回（延べ参加人数70
人）
②福祉関係：1回（延べ参加人数24人）
③利用団体研修：2回（参加人数233人）
＜富田ふれあい文化センター＞
①人権啓発講座：5回（延べ参加人数224
人）
②福祉関係：3回（延べ参加人数70人）
③利用団体研修：2回（参加人数85人）

利用者相互の交流を図るとともに、人権啓発を行うため、講座や研
修会を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①人権啓発講座：1回（延べ参加人数42人）
②福祉関係：1回（延べ参加人数24人）
③利用団体研修：2回（参加人数232人）
＜富田ふれあい文化センター＞
①人権啓発講座：6 回（延べ参加人数  324人）
②福祉関係：1 回（延べ参加人数  92人）
③利用団体研修：2 回（参加人数 73 人）

目標達成 継続

【補足】
〈春日ふれあい文化センター〉
①“社会を明るくする運動”講演
のつどい
②福祉と人権のまちづくりを考え
る集い
③命、健康
＜富田ふれあい文化センター＞
①生育に囚われない自己実現方
法、メディアリテラシー、子ども
への人権教育、外国人住民の人
権、部落問題、障害者問題
②情報格差解消
③生き方や価値観の相互尊重

人権・男女共
同参画課（ふ
れあい文化セ
ンター）

№
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　③地域との密着した連携・協働体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

89

（再掲）
ふれあい交流講座
の実施（ふれあい
文化センター）

人権市民団体や関係機関
との共催等による講座、
講習、イベントなどを開
催することにより、市民
の人権意識の高揚とふれ
あい・交流の促進を図
る。

人権市民団体や関係機関との共催により
子育て講座等を実施した。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
①子育て講座：5回（延べ参加人数116
人）
②料理講座：13回（延べ参加人数136
人）
③人権講座：1回（参加人数31人）
＜富田ふれあい文化センター＞
人権バラエティ講座：（参加人数39人）

人権市民団体や関係機関との共催により子育て講座等を実施した。

【参考値】
　＜春日ふれあい文化センター＞
①子育て講座：2回（延べ参加人数66人）
②料理講座：15回（延べ参加人数157人）
③人権講座：1回（参加人数60人）
＜富田ふれあい文化センター＞
ふれあい交流講座：（参加人数 23人）

目標達成 継続

【補足】
〈春日ふれあい文化センター〉
①内容：親子あそび
②内容：男性向け、タイ料理、ペ
ルー料理   　③内容：楽しい人
権講座
（富田ふれあい文化センター）
　内容：手話うた人権講座

人権・男女共
同参画課（ふ
れあい文化セ
ンター）

90

（再掲）
地域啓発交流事業
（ふれあい文化セ
ンター）

地域の取組と連携しなが
ら、地域内外の住民や関
係団体等との交流を促進
し、相互理解を図る。

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人
権講啓発事業を委託し、市民が人権を身
近な問題として考える機会や場の提供に
努めた。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
ヒューマンライツフェスタ：中止
　※新型コロナウイルス感染の影響
＜富田ふれあい文化センター＞
フェスタヒューマンライツの開催（参加
者延べ243人）

（一社）高槻市人権まちづくり協会へ人権講啓発事業を委託し、市
民が人権を身近な問題として考える機会や場の提供に努めた。

【参考値】
＜春日ふれあい文化センター＞
ヒューマンライツフェスタの開催（参加者延べ1,500人）
＜富田ふれあい文化センター＞
フェスタヒューマンライツの開催（参加者延べ1,999人）

目標達成 継続

人権・男女共
同参画課（ふ
れあい文化セ
ンター）

91
地域における懇談
会等の実施

地域住民がお互いに知り
あい、ふれあえるきっか
けとなるよう、社会福祉
協議会や地域の団体等と
連携し、地域における懇
談会等のさまざまな機会
を通じて、住民の障がい
児者への理解の促進を図
る。

・住民の障がい児者への理解を促進する
ため、社会福祉協議会や地域の団体等と
連携し、地域における懇談会等の開催に
向けた支援を行った。
・「災害時要援護者支援事業」の職員出
前講座等の機会を通じて地域で要援護者
支援に携わる関係団体や住民の障がい児
者への理解を深めた。

・地域の団体が主催する障がい児者との懇談会開催に当たり、より
円滑かつ効果的に実施できるよう、社会福祉協議会等の関係団体と
連携し、助言及び支援を行った。
・「災害時要援護者支援事業」の職員出前講座等の機会を通じて地
域で要援護者支援に携わる関係団体や住民の障がい児者への理
解を深めた。

目標達成 継続
地域共生社会
推進室
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施策の柱３　社会全体での協働の推進　③地域との密着した連携・協働体制推進

事業名 事業の内容等
【参考】

R4年度取組状況
R5年度取組状況

R5年度
総合評価

R6年度
方向性

備考
（補足する事項等あれば記入）

所管課等
№

92 社会福祉協議会補
助事業

すべての人の人権が尊重
され、支え合い、助け合
いの気持ちを醸成するた
め、研修事業の開催や地
域福祉活動へ誰もが参加
しやすい環境づくりの促
進など、地域福祉推進に
関する事業を支援する。

地域福祉向上に向けた取り組みを実践す
る社会福祉協議会に補助金を交付すると
ともに、同会が行う地域福祉推進に関す
る事業に対して支援を行った。

地域福祉向上に向けた取り組みを実践する社会福祉協議会に補助
金を交付するとともに、同会が行う地域福祉推進に関する事業に対
して支援を行った。

目標達成 継続
地域共生社会
推進室
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